
 

 

 

 

 

 

Ⅱ 事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     



（１）福祉保健医療サービスを支える人材の育成及び専門知識・技術の普及

1

（388,547千円）

１　福祉保健医療分野を支える人材の育成、福祉保健医療における普及・啓発及び情報提供等、並びに
　福祉保健医療分野の事業者等への支援に関する事業

506
6,720

　　　・介護支援専門員証再交付申請（紛失等）

身体障害者
受講支援

　視覚・聴覚障害者が研修を受講する際に、点字テキストの提供
及び手話通訳の配置等を行う。

99 件

 　　　   再研修修了者 件
件

　　　・介護支援専門員証書換交付申請（氏名変更） 件
　　　・介護支援専門員証更新交付申請

Ⅱ　事業計画

事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

介護支援専門員
養成事業

◇介護支援専門員実務研修受講試験事業　（58,000千円）

更新研修

　　・試験回数　　　 年1回

  　介護保険法に基づく「指定試験実施機関」として、介護支援専門員実務研修
  受講希望者に対して、事前に必要な専門知識等を有していることを確認するた
  めの試験を実施することにより、介護支援専門員としての高い資質を確保する。

　　・受験者数　 　5,000人

　（目的）　福祉保健医療分野の専門人材の育成を図るとともに、専門職等を対象に福祉保健医療に
　　　　　関する最新の知識・技術を普及する。

 　 介護保険制度の中核を担う人材を育成し、介護保険制度の適正かつ円滑な
　運営を図る。

◇介護支援専門員研修事業　（271,901千円）

専門研修Ⅰ

　介護保険法に基づく「指定研修実施機関」として、現任の介護
支援専門員に対し、一定の実務経験をもとに、必要に応じた専門
知識及び技能の修得を図る。

◇介護支援専門員登録等事業　（58,646千円）

研修名等

実務未経験者    　  697人

内　　容　・　規　　模

　介護保険法に基づく「指定研修実施機関」として、介護支援専
門員として実務に就いていない者又は実務から離れている者を対
象に、実務に就く際に介護支援専門員として必要な知識、技術の
再修得を図る。

　・受講者数　506人

令和2年度試験合格者等　 　　683人（見込）

　介護保険法に基づく「指定研修実施機関」として、介護支援専
門員証を交付された者のうち、更新を申請する者を対象に研修を
実施し、専門職としての能力の保持・向上を図る。

実務研修

　介護保険法に基づく「指定研修実施機関」として、介護支援専
門員実務研修受講試験合格者を対象に研修を実施し、介護支援専
門員として必要な専門的知識、技術の修得を図る。

　・受講者数　1,666人

　・受講者数　1,142人
（内訳）

件

実務経験者　　　　　445人

1,666

（内訳）
令和3年度試験合格者 　　　　983人

（内訳）　実務研修修了者

　・受講者数　1,382人（就業後6ヵ月以上の者）

再研修

117

・申請により介護支援専門員名簿への新規登録、介護支援専門員証の新規交付
　及び証の有効期間の更新等による交付を行う。
・東京都手数料条例に基づく各申請手数料の徴収事務を行う。
・介護支援専門員名簿のデータ管理（研修受講履歴等を含む）を行う。

　　　・登録申請 1,666 件
　　　・介護支援専門員証新規交付申請 2,172 件



事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

2

3

◇その他高齢者権利擁護の推進に係ること
　　東京都及び関係機関等が実施する高齢者虐待防止等に係る研修及び会議等に
　ついて、講師の派遣等を行う。

介護サービス事業管理者等
高齢者権利擁護研修

居宅サービス系
　約2,400人（約1,200人×2回）、1日間
施設・居住サービス系
　約　600人（約　600人×1回）、1日間
有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅
　約　600人（約　300人×2回）、1日間

施設内リーダー職員研修
（看護実務者研修）

　約　120人（約60人×2回）、3日間

養介護施設従事者等による高齢者虐待対応研修
　約100人（約100人×1回）、2日間

区市町村職員等高齢者権利
擁護研修

養護者による高齢者虐待対応研修
・基礎研修Ａ　約600人（約300人×2回）、1日間

・応用研修Ａ　約 60人（約 60人×1回）、2日間
・応用研修Ｂ　約100人（約100人×1回）、2日間
・権利擁護テーマ別実践研修
　　　　　　　約600人（約200人×3回）、2日間

　　・専門相談（電話・面接等による相談）
　　・体制整備支援（訪問による助言支援）

◇権利擁護推進のための人材育成事業
　　区市町村等職員や介護サービス事業管理者等を対象に、高齢者虐待を未然
　に防止し、また虐待等権利擁護支援が必要な事例に適切かつ迅速に対応できる
　人材を育成する。

研　修　名

・基礎研修Ｂ　約200人（約100人×2回）、2日間

規　　模

講師養成研修（新） 　約150人（約 50人×3回）、2日間

高齢者権利擁護
推進事業

　高齢者虐待の未然防止、適切な対応を図るため、区市町村職員等を対象とした
相談支援・人材育成を実施し、高齢者の権利擁護のための取組を推進する。

（74,206千円） ◇権利擁護に関する区市町村相談支援事業
　　社会福祉士、看護師、弁護士等が、高齢者虐待をはじめとした高齢者の権利
　擁護に係る困難事例等について区市町村職員等の相談に応じる。

地域包括支援セ
ンター職員研修
事業

　地域包括支援センター職員に対して、地域包括支援センターの意義、その業務、
他の専門職との連携に関する研修を実施し、地域包括支援センターの適切な運営
及びさらなる機能強化を図る。

（24,721千円） 研　修　名 規　　模

初任者研修 　約400人（約100人×4回）、2日間

現任者研修 　約400人（約100人×4回）、2日間



事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

4

（153,686千円）

5

（8,226千円）

6

7

（92,068千円）

コース名

 75人×1回、3日間

 75人×1回、2日間

規　　模

 75人×1回、2日間

　認証保育所施設長や認可外保育施設職員に対する研修を実施し、保育従事者の資
質向上を図り、児童福祉の増進に寄与する。

　　・看護小規模多機能型居宅介護実務研修　35人×1回、1日間

育成定着推進コース（新）

経営安定コース

病児・病後児保育研修

 （24時間+演習1～2日）20人（20人×1回）

　　・研修規模　　34コース　　　　2,660人

（内訳）
規　　模

地域保育
一時預かり事業 50人

訪問看護管理者
育成事業

　訪問看護事業所の管理者・指導者の資質を向上し、人材の育成・定着及び経営の
安定化を図る。
　併せて、在宅領域における看護機能強化を図るため、看護小規模多機能型居宅介
護の参入と安定的運営を行うことのできる管理者を育成する研修を実施する。

　　・管理者・指導者育成研修　225人（75人×3コース）

実地研修 喀痰吸引、
（施設等での実習）

内　容研　修　名

490人

　　高齢者及び障害者の施設・在宅系サービス等において、たんの吸引等の医療
  的ケアを行う介護職員等を養成する。

◇研修業務

講義

基本研修

小分類
地域型保育 80人 32コース 2,560人

特定の者への医
行為を前提とし
たもの

　医療的なケアに対するニーズに対応するため、適切にたんの吸引等を実施する
介護職員等を養成するとともに、実施に当たっての体制整備を図る。

　※組：たんの吸引等の医療的ケアを受ける利用者1人と介護職員1人の組合せ

基本研修

 現任研修（18時間）　120人（60人×2回）

（28,773千円）

 （10時間）　　　　　 80人（80人×1回）

認証保育所中堅保育士研修  300人（100人×3回）、3日間

家庭的保育者研修
 認定研修（40時間）　 50人

 300人（150人×2回）、4日間

規　　模

認証保育所施設長研修

保育人材育成研
修事業

病児・病後児（訪問型）
保育研修

研　修　名

認可外保育施設職員
テーマ別研修

 7,300人（3,650人×2回）

演習 喀痰吸引、
経管栄養、
救急蘇生法

経管栄養

介護職員等によ
るたんの吸引等
のための研修・
登録受付等事業

講義

実地研修

◇登録申請等業務

50時間

喀痰吸引、
（在宅等での実習） 経管栄養

不特定多数の者
への医行為が可
能なもの

規　模

2,410組※

9時間

2コース

研　修　名

　　高齢者等の施設及び在宅系サービスにおいて、たんの吸引等を行おうとする
　者の認定及びその者が行おうとする施設及び事業所の登録業務を行う。

子育て支援員研
修事業

　子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、地域において保育や子育て支援分野の
各事業等に従事する上で必要な知識や技能を修得するための研修を開催し、これら
の支援の担い手となる「子育て支援員」を養成する。

基礎実務コース

定員

100人

大分類 コース数 人数



事業名（予算額） 内　　　　　　　　容
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（51,021千円）

9

（13,221千円）

10

　　・任意事業従事者研修
　　　　家計改善支援事業従事者研修　　年2回（基礎、ステップアップ）
　　　　就労準備支援事業従事者研修　　年2回（基礎、ステップアップ）
　　　　子供の学習・生活支援事業従事者研修　　年1回

障害福祉サービ
ス等事業者に対
する経営管理研
修事業

　　・制度所管担当者研修　　　　　　　年2回（うち1回は基礎研修と合同）
　　・自立相談支援事業従事者研修
　　　　主任相談支援員従事者研修　　　年3回
　　　　相談支援員従事者研修　　　　　年4回（新任・現任各2回）
　　　　就労支援員従事者研修　　　　　年2回

　　・課題別従事者研修

　　・事例検討会

　　・基礎研修　　　　　　　　　　　　年1回

　　　　全体会　　　　　　　　　　　　年2回

　　　　ブロック会　　　　　　　　　　10ブロック×2回（開催支援）

　
　障害福祉サービス事業所等の法人代表者、管理者及び施設長等に対して、人材
マネジメント等の研修を実施することで、事業所における職員の定着や資質向上
を図る。

　　・研修規模　　200人（50人×4回）、1日間

　　　　ブロック会　　　　　　　　　　10ブロック×2回（開催支援）
　　・意見交換会

　生活困窮者自立支援法に基づく事業に従事する者等に対して研修等を実施し、
生活困窮者に対する支援の質の向上に寄与する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年9回

生活困窮者自立
相談支援機関職
員研修等事業
（16,071千円）

障害者虐待防止
対策支援事業

　障害者に対する虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援等を図り、また、
強度行動障害の状態にある者等に対して適切な支援等を行う職員の人材育成を
行うための研修を実施する。

　　強度行動障害の状態にある者（児）に対して、適切な支援を行う職員、及び、
　適切な障害特性の評価及び支援計画の作成ができる職員の人材育成を図るため、
　障害福祉サービス事業者従事者等を対象に研修を実施する。

　　・基礎研修　1,100人（5回）

◇障害者虐待防止・権利擁護研修事業
　　障害者虐待の問題について、障害者福祉施設従事者等の理解を深めるととも
　に、区市町村の障害者虐待防止担当等の専門性の強化を図るため、施設管理者、
　施設従事者、区市町村職員等を対象に研修を実施する。

　　・障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応研修
　　　　障害者福祉施設等管理者コース　　550人（4回）

　　・実践研修　　400人（3回）
　　・講師養成研修

　　　　障害者福祉施設等従事者コース　　650人（4回）
　　・権利擁護センター・虐待防止センター担当職員等研修
　　　　　　　　　　　　　　　　　　     85人（85人×1回）

◇強度行動障害支援者養成研修事業



事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

11

テーマ別研修（5テーマ）
講義形式　200人（5回）
実践形式 　40人（5回）

◇社会参加支援団体向け研修

テーマ別研修（3テーマ）　120人（3回）

◇関係機関向け専門研修

120人（2回）

12

（12,375千円）

13

14

（13,428千円）

15

◇アレルギー相談実務研修

◇ぜん息・食物アレルギー緊急時対応研修

◇アレルギー対応体制強化研修

　　・健康づくり事業推進指導者育成研修　　50人×25回、1日間

　　「ひきこもり等の若者支援プログラム」に基づく東京都若者社会参加応援事業
　を実施する支援団体向けの研修を実施する。

　　区市町村の福祉・保健に係る関係機関を対象に、中高年層への対応を踏まえた
　支援能力等の向上を図る研修を実施する。

　若年期にひきこもりとなった当事者の状態が長期化、高年齢化していること等に
より、ひきこもり状態にある当事者及びその家族等（以下「要支援者」という。）
が抱える問題が医療・介護など福祉保健医療分野に広がっていることを踏まえ、要
支援者に対して適切な支援等を担う区市町村や支援団体等職員の人材育成を行うた
めの研修を実施する。

◇支援者向け研修
　　区市町村や民間支援団体職員等を対象に、支援に必要な知識や技術に関する
　研修を実施する。

ひきこもりに係
る支援者等育成
研修等事業
【新規事業】
（9,781千円）

　健康寿命の延伸、健康格差の縮小、がん予防などの推進を図るため、地域や
職域において指導的な立場で健康づくりに関する事業を担う区市町村、医療
保険者、都保健所等の人材を育成する。

認定看護管理者
養成研修事業

70人（70人×1回）、19日間

（31,515千円）

　　・受講定員

　病院において管理・監督職の立場にある看護師に対して、認定看護管理者制度
ファーストレベルの研修を実施し、看護管理者の資質と看護水準の維持及び向上
に寄与する。

　　・修業期間

看護教員養成研
修事業

10か月（765時間）

　　・研修規模

◇看護職員の養成に携わる者に対して、看護教員として必要な知識と技術の修得
　に向けた研修を実施する。

　　・特別講義

　看護師養成を担う看護教員の育成及び現任新人教員の研修を実施し、看護教育
の質の向上に寄与する。

　　・子供のアレルギー疾患に関する相談実務研修
　　　 900人（300人×3回）、1日間

45人

70人（70人×1回）、 1日間

（19,176千円）

　　・研修期間

　　子供の保育や支援を担う施設等におけるアレルギーの組織的対応の充実強化
　を図るための研修を実施し、施設のアレルギー対策に係る体制整備を推進する。

　　・リーダー養成研修（施設管理者向け）500人（500人×1回）、1日間
　　・区市町村職員向け研修　　　　　　　 60人（ 30人×2回）、1日間

　　・養成人員 30人

アレルギー疾患
研修事業

　地域におけるアレルギー疾患対策の取組を推進する人材を育成し、アレルギー
疾患の発症や悪化を防止し、都民の健康増進を図る。

　　・動画配信（年1回）

　　　 200人（100人×2回）、1日間

　　保育所等において、生命の危険があるぜん息発作や食物アレルギーによる
　アナフィラキシーショック症状等の緊急時の対応ができる人材を育成する。

健康づくり事業
推進指導者育成
事業

　　アレルギー疾患に関する基本的知識の普及及び援助技術の向上等を図り、
　アレルギー疾患の対応ができる人材を育成する。

◇大学において教育に関する科目を履修して専任教員となった新人教員に対して、
　看護教育に必要な基礎的知識を習得するための研修を実施する。

　　・成人のアレルギー疾患に関する相談実務研修

5日間



事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

16

17

　(1)講習会等の開催

100人（100人× 1回）、3日間

 1回

 6回
集合型研修
実践型講習会

 1回
※福祉用具展示説明会と同時開催

　　(2)福祉用具に係る学習用動画制作（新）　1本

テーマ別講習 300人（ 30人×10回）、1日間

福祉用具サービス業務従事者講習会

上記対象者共通

対　　象 内　　容　・　規　　模

区市町村職員・地域包括支
援センター職員、介護施設
職員、居宅サービス職員等

基礎講習

演習型講習  90人（ 30人× 3回）、1日間

福祉用具・適合相談担当者向け特別講習会
 30人（ 30人× 1回）、1日間

福祉用具展示説明会

区市町村への出張適合技術等支援

区市町村職員等福祉用具業務説明会

介護施設職員

施設職員向け研修会
出張講習会

280人（140人× 2回）、1日間
 20人（ 20人× 1回）、1日間

　福祉サービスの利用者やその家族等がより身近な地域で適切なサービスを選択
できるよう、福祉に携わる人材に対して知識や技術の普及等を行うとともに、
福祉に関する情報を提供し、都民の福祉の向上に寄与する。

◇福祉用具普及支援事業

　・書籍の有償頒布　22種
　　　福祉保健に係る情報等の普及を図るため、書籍を作成し頒布する。
　　　介護支援専門員関連、介護保険関連、福祉用具関連、
　　　住宅改修関連、介護予防関連等

◇福祉保健情報普及啓発事業

福祉用具専門相談員

福祉用具専門相談員指定講習会　
　51時間（1時間の修了評価含む）
　60人（60人×1回）

福祉用具専門相談員等スキルアップ講習会
 60人（ 30人× 2回）、1日間

福祉用具等に関
する知識・技術
の普及・啓発事
業
（35,860千円）

　・福祉関連従事者等に対する福祉用具の基礎的・専門的知識の普及等

基礎講習　　　　200人（100人× 2回）、1日間

魅力ある福祉の
職場づくり研修
等事業

　都内で福祉サービスを提供する事業所の経営・管理層や従事者を対象に、喫緊
の課題である人材の確保・育成・定着をはじめとする時宜に応じたテーマについ
て、福祉の仕事や職場の魅力を高めるための研修等を実施する。

　・研修規模　60人（30人×2回）、1日間（630千円）

福祉関連従事者等に対する福祉用具等専門相談及
び技術相談

福祉系学校等・施設等従事
者

介護サービス利用者・家族
都民向け展示会

介護支援専門員等
介護支援専門員等対象福祉用具講習会

福祉用具体験講習会  1時間  10回

福祉用具見学会 　 　10回



（２）都民への福祉保健医療サービスに関する総合的な情報提供等 

1

（67,496千円）

2

(78,850千円）

サービス
事業所
か所

3

（6,521千円）

　　・掲載施設数
　　・トップページアクセス数　

4

（54,472千円）

　　・対象事業所 高齢、児童、障害、ひとり親家庭・女性、生活保護
・実施規模 新規：236法人　更新：122法人
・スタートアップセミナー

5

6

件
人

7

（580,938千円）

　（目的）　都民が適切な福祉保健医療サービスを主体的に選択し利用できるよう、総合的な情報提供や
　　　　　相談援助を行う。

介護サービス情
報の公表事業

35
　　・対象事業所 約 16,000

38,500　　・事業所情報

事業名（予算額）

　インターネット・携帯電話・ＦＡＸ・一般電話といった様々な通信手段を通じ
て、事業所情報、サービス評価情報等の福祉情報を総合的・一体的に提供すること
により、都民がいつでも必要なときに、自分に合った福祉サービスを主体的に選択
できるようにするとともに、事業所が提供する福祉サービスの質の向上に寄与す
る。

　　・訪問調査対象事業所　

  「東京都指定情報公表センター」として、東京都の情報公表計画に基づき、利用
者が介護サービスを利用するために必要とされる情報について、事業所からの報告
の受理及び公表を行い、利用者がより適切な事業者を選択できるよう支援する。

　　・対象サービス

約

健康づくり支援
施設運営事業

　駅・地下鉄・道路・建築物・トイレ等のユニバーサルデザインに関する情報を一
元化したポータルサイト「とうきょうユニバーサルデザインナビ」を運営し、高齢
者や障害者等を含めたすべての人が外出する際に必要な情報を容易に入手できるよ
うにするとともに、情報バリアフリーや心のバリアフリー等、区市町村や事業者の
取組を促進する情報を発信することにより、ユニバーサルデザイン及びバリアフ
リーの普及・推進に寄与する。

働きやすい福祉
・介護の職場宣
言情報公表事業

内　　　　　　　　容

福祉情報総合ネ
ットワーク事業

約 2,500

・事業者支援コーディネーター派遣

　　・メールマガジン登録数

約 件

ユニバーサルデ
ザイン情報サイ
ト事業

件　　・トップページアクセス数

保健医療情報セ
ンター事業

　保健医療福祉に関する情報の総合窓口として、保健、医療、福祉に関する相談や
医療機関等の情報提供を行う。

600,000
約

　　・フォローアップ研修の実施  300人

件

また、運営情報の内容を調査する調査員の養成及び質の向上を図る。

（154,043千円） 　　・保健医療福祉相談 63,000 件

　個人や団体が実施する自主的な健康づくり等の活動や、区市町村、関係団体等が
実施する健康づくりをはじめとする福祉保健医療に関する研修・講習会等の場とし
て、運動施設や研修室・会議室を提供し、都民の健康づくりを推進する。

　　・夜間休日医療機関案内

生活サポート特
別貸付アフター
フォロー事業
（22,222千円）

　生活サポート特別貸付事業貸付金の債権管理を行うとともに、借受人に対して、
生活相談と就労支援を行い、生活の安定化を図る。

　　・外国語による情報提供

8,450

50法人
100法人
50法人

・宣言事業者向けステップアップセミナー（新）

動画配信（通年）

　人材育成、キャリアパス、負担軽減等、働きやすさの指標となる項目を明示した
「働きやすい福祉の職場ガイドライン」を踏まえた職場づくりに取り組み、「ＴＯ
ＫＹＯ働きやすい福祉の職場宣言」を行う福祉事業所の情報を「ふくむすび」（東
京都福祉人材情報バンクシステム）に登録し公表する。

1,760
42,000

件
件

・未宣言事業者向けセミナー（新）

　　・償還対象件数

件

45

52,000 件

230
　　・相談等支援者数

12,500



（３）福祉保健医療サービスを提供する事業者への支援

1

【新規事業】
（207,769千円）

　　　　　　　　　（新規分）20事業所、2日間

◇人材育成セミナー

研　修　名 実施方法

生産性向上に向けた人材育
成セミナー

動画配信（年1回）

　　生産性向上を推し進めるための取組の一環として人材育成に取り組む事業所を
　支援する。

　　・実施規模　次世代介護機器　50事業所（25事業所× 2回）、1日間

◇アドバンストセミナー
　　活用事例等の情報提供など、他事業所のモデルとなるアドバンスト施設
　（次世代介護機器を活用し、生産性向上に取り組む施設）を育成する。
　　・実施規模　　（継続分）20事業所、1日間

新任職員層向け　人材育成
セミナー

動画配信（年1回）

　　介護業務支援システム導入のために必要なソフトウェア、タブレット端末や
　スマートフォン等のハードウェア、Wi-Fiルーターの購入等に係る補助の募集、
　申請受付、審査等を行う。

　　・実施規模　　250事業所

　　・実施規模　　300事業所（15事業所×20回）、1日間

◇導入後セミナー

　　・実施規模　次世代介護機器導入推進事業　20事業所

働きやすい職場環境づくり
に関するセミナー

　　・実施規模　1,000事業所

◇生産性向上セミナー

　　移乗介護、移動支援、見守り・コミュニケーション等の機器の購入等に係る
　補助の募集、申請受付、審査等を行う。

　　・実施規模　次世代介護機器導入支援事業　30事業所

介護現場改革促
進等事業

生産性向上セミナー 動画配信（年1回）

　　介護事業者が生産性向上に向けた取組が行えるよう、生産性の向上や働きやす
　い職場環境づくりに関するセミナーを実施する。

研　修　名

動画配信（年1回）

◇デジタル機器導入促進支援

実施方法

◇次世代介護機器導入促進支援

　介護サービスを効率的かつ継続的に提供するため、設備整備や人材育成等、生産
性向上に向けて取り組む介護施設・事業所（以下「事業所」）に対して支援を行
う。
　また、事業所にキャリアパスの導入を促し、職員がキャリアアップを図れる環境
を実現し、専門的人材の育成を図るとともに、人材の定着促進につなげる。

◇人材育成促進支援

　　人材育成の仕組みづくりに係るコンサル経費、研修受講経費等、人材育成に関
　する経費に係る補助の募集、申請受付、審査等を行う。

　　次世代介護機器及びデジタル機器を導入した事業所を対象に、機器の活用・
　定着等を支援する。

　　・実施規模　デジタル機器　 250事業所（25事業所×10回）、1日間

◇導入前セミナー
　　次世代介護機器及びデジタル機器の導入を検討している事業所を対象に、
　効果的導入を支援する。

リーダー層向け　人材育成
セミナー

動画配信（年1回）

事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

　（目的）　福祉保健医療サービスが安定的に提供されるよう、福祉人材の確保・育成・定着や利用者
　　　　　の安全・安心の確保などに取り組む事業者を支援する。



事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

2

（30,880千円）

◇外国人介護従事者受入れ環境整備事業
・外国人介護従事者受入れセミナー

実施規模　300事業所
・外国人介護従事者指導担当職員向け研修

実施規模　100事業所
・介護施設等による留学生等受入れ支援事業

学費等経費補助
　対象者数　60人
異文化理解促進等経費補助（新）
　対象事業所数　60事業所

◇経済連携協定に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ支援事業
・対象者数　362人

◇外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入れ支援事業
・対象者数　 60人

3

4

5

（17,845千円）

6

10,000

外国人介護従事
者受入れ環境整
備等事業

　　機器を導入している事業所で実際の活用場面などを見学できる機会を提供する。

◇個別相談

◇公開見学会

　　次世代介護機器、デジタル機器及び人材育成に関する情報提供やアドバイス
　を実施する。

　　・実施規模　　20事業所

◇東京都介護職員キャリアパス導入促進事業
　　・キャリアパス導入促進事業費補助

　　・出張展示会　2回

◇専門アドバイザーによる情報提供

　　　実施規模　250事業所
　　・専門人材育成・定着促進助成

　　生産性向上の取組に向けた個別支援の機会を提供する。

　　　実施規模　80事業所

　　・実施規模　　50事業所（延4回）、1日間

◇次世代介護機器体験展示コーナーの運営
　　・常設展示　　通年

　外国人介護従事者について、各制度（経済連携協定（EPA）、外国人技能実習制
度、介護福祉士養成施設の留学生、在留資格「介護」・「特定技能１号」等）の趣
旨に沿って、高齢者施設等が外国人を円滑に受け入れられるように支援する。

現任障害福祉サ
ービス等職員資
格取得支援事業

（24,773千円） 千円

　　・対象者数　　90人

千円

（14,111千円）

　　・対象者数　　270人

現任介護職員資
格取得支援事業

　障害福祉サービス事業所等で働く現任の職員が国家資格取得のために要する経費
の一部を、事業所に対して助成することにより、職員の育成及びサービスの質の向
上を図る。

　　・対象者数　　200人

　介護現場で働く現任の介護職員が介護福祉士国家資格取得のために要する経費の
一部を、事業者に対して助成することにより、介護職員の育成及びサービスの質の
向上を図る。

13,500

障害福祉サービ
ス事業所職員奨
学金返済・育成
支援事業

介護職員奨学金
返済・育成支援
事業

　介護保険事業所等が常勤介護職員として採用（有期雇用を除く）した介護業務未
経験の新卒者等を計画的に育成するとともに、キャリアアップできる環境確保のた
め、在学中に奨学金貸与を受けた者に対して、返済金相当額を手当として支給した
場合に、当該事業者に対する助成を行うため、募集、申請受付、審査等を行う。（22,675千円）

　　・対象者数　　600人（300事業所）

　障害福祉サービス等事業所が常勤福祉・介護職員として採用（有期雇用を除く）
した福祉・介護業務未経験の新卒者等を計画的に育成するとともに、キャリアアッ
プできる環境確保のため、在学中に奨学金貸与を受けた者に対して、返済金相当額
を手当として支給した場合に、当該事業者に対する助成を行うため、募集、申請受
付、審査等を行う。



事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

7

（950,482千円）

8

9

（35,000千円） 施設

10

（228,216千円）

（1）地域の資源等を活用した結婚支援
（2）妊娠、出産、育児期における親や子供に対する支援
（3）多世代交流や地域との連携等による子育て支援
（4）病気や障害等を抱える子供への支援
（5）社会的養護に係る取組
（6）学齢期の子供に対する各種支援
（7）若者が社会的に自立した生活を営むための支援

200,161千円

11

12

（67千円） 件 千円

13

14

　　・対象施設数 1,621

高齢者施設にお
ける新型コロナ
ウイルス感染症
対策強化事業

　新型コロナウイルスに感染した場合の重症化リスクが高い高齢者を介護する施設
において、施設の実状に応じた感染症対策を迅速かつ適切に講じることにより、利
用者が安心して生活できるとともに、職員が安心して働ける環境を整えられるよう
支援するため、対策を講じた施設への補助にかかる補助金申請受付や審査等を行
う。

社会福祉事業振
興資金貸付事業
(債権債務管理)

1,198
85 件

件 （既借入分）

　　・法人から財団への償還　

件 58,900

　　・利子補給額 829,172 千円

（継続20件、新規20件）

◇専門的支援業務

　　・派遣施設数　　7施設（社会福祉施設・医療施設等）

◇訪問業務

19 千円

4 5,140

　東京緊急対策Ⅱに盛り込まれた、福祉施設における安全安心対策として、福祉施
設を運営する法人に貸し付けた資金の債権管理を行うとともに、法人からの貸付金
償還金を東京都へ納付する。

　　耐震化が未実施の社会福祉施設・医療施設等からの求めに応じ、建築・耐震
　化に関する専門知識を有する者を派遣し、耐震診断・耐震改修に関する技術的
　助言や提案を行う。

東京都障害福祉
サービス等職員
宿舎借り上げ支
援事業

　障害福祉サービス等事業者に対して、職員の宿舎借り上げに要する経費の一部を
助成することにより、働きやすい職場環境を実現し福祉・介護人材の確保定着を図
るとともに、施設による防災の取組を計画的に進め、地域の災害福祉拠点として災
害時の迅速な対応を推進する。

（149,854千円）

2,344 戸

社会福祉施設・
医療施設等耐震
化促進事業
（6,034千円）

（令和3年度借入予定分）

　　・訪問施設数　  126件（社会福祉施設等）

　　・助成予定件数 40 件

（継続 1,493戸、新規851戸）

　社会全体で子育てを支えることを目的として、都からの出えんと都民等からの寄
附による基金を活用し、ＮＰＯ法人や企業等による、結婚、子育て、学び、就労ま
でのライフステージに応じた取組を支援するため、新たに実施する事業（定額助
成）と、既存事業のレベルアップにつながる事業（成果連動型助成）に対して助成
金を交付する。

戸

　　・対象件数

　　・助成規模

福祉施設経営改
善特別融資事業
(債権債務管理)

（833,885千円）

福祉医療機構借
入金利子補給事
業

　社会福祉法人等が、施設整備等のために、独立行政法人福祉医療機構から借り入
れた「福祉貸付資金」について、その利子を補給することにより、社会福祉法人等
の財政負担を軽減し、社会福祉事業の安定的な運営を支援する。

（継続 134戸、新規 120戸）

　　・助成対象事業

　　・助成規模

　社会福祉事業の振興を図るため、社会福祉法人等へ貸し付けた資金の債権管理及
び東京都より借り入れた貸付原資の償還業務を行う。

254

子供が輝く東京
・応援事業

（60,912千円） 　　・法人から財団への償還　

　　耐震化が未実施の社会福祉施設等を訪問し、耐震化の必要性や支援制度の案
　内を行い、耐震化を促進する。

　未耐震の社会福祉施設・医療施設等の耐震化を促進し、利用者等の安心・安全の
確保を図る。

東京都介護職員
宿舎借り上げ支
援事業

　介護事業者に対して、介護職員の宿舎借り上げに要する経費の一部を助成するこ
とにより、働きやすい職場環境を実現し介護人材の確保定着を図るとともに、事業
所による防災の取組を計画的に進め、地域の災害福祉拠点として災害時の迅速な対
応を推進する。



事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

15

16

（165,434千円）

321,647

　　・助成対象事業 障害者自立生活プログラム

　　・対象件数 （既借入分）

その他サービス提供事業
　　・助成件数 46 件 163,150 千円

120 件

　医療法人等が、介護老人保健施設の整備のために、独立行政法人福祉医療機構か
ら借り入れた「医療貸付資金」について、その利子を補給することにより、医療法
人等の財政負担を軽減し、介護保険事業の安定的な運営を支援する。

地域福祉振興事
業

　地域社会において民間団体が実施する福祉サービスのうち、既存の公的制度や、
補助事業では対象とされていない事業に対して助成金を交付し、地域社会における
福祉の推進を図る。(※但し、継続助成事業のみ)

　　・利子補給額

介護老人保健施
設整備資金利子
補給事業

千円

（322,541千円）



（４）福祉保健医療制度の適正な運営の支援

1

（67,280千円）

2

3

4

　（目的）　第三者による評価の仕組みや事業者への指導・助言などを通じてサービスの質の向上を
　　　　　図り、利用者本位の福祉保健医療制度の運営を支援する。

事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

介護サービス指
定市町村事務受
託法人事業

　介護保険法第24条の2に基づく「指定市町村事務受託法人」として、介護保険法
第23条に規定する照会等事務を行い、保険者たる区市町村を支援し、介護保険の
適正化に寄与する。

福祉サービス第
三者評価システ
ム事業

　「東京都福祉サービス評価推進機構」として、評価機関の認証・指導、評価者
養成講習の実施、評価結果の公表、苦情対応、共通評価項目・評価手法の検討等
の業務を実施し、福祉サービスにおける評価の定着・普及を促進することによ
り、利用者に対する情報提供を行うとともに、サービスの質の向上に向けた事業
者の取組を促すことで、利用者本位のサービスシステムの構築を図る。

　　受審件数 3,860件

（30,800千円） ・実施規模 400 件

　障害者総合支援法第11条の2及び児童福祉法第57条の3の4に基づく「指定市町村
事務受託法人」として、障害者総合支援法第10条等に規定する質問等事務を行
い、区市町村を支援する。

・実施規模 120 件

（受託対象　9サービス）

（受託対象　7サービス）

介護保険事業者
指定申請受付等
事業

　介護保険事業者の指定・更新・変更等について、申請受付、審査、調査を行う
とともに、申請及び届出書類等のデータ化、文書管理等を行うことにより、介護
保険におけるサービス基盤を整備し、利用者のサービス選択を支援する。

障害福祉サービ
ス等指定市町村
事務受託法人事
業
（12,582千円）

（110,127千円）

新規

・新規指定申請受付 584 件

・新規指定前実地調査

・新規指定事業者研修会 12 回

指定
更新

・指定更新申請受付 1,117 件

・指定更新時実地調査

・指定更新事業者研修会 1 回

変更
・変更届等受付

・変更届時実地確認

　　認証・公表委員会 4回

　　　評価者養成講習資格審査会 1回

　　評価・研究委員会 2回

　　　評価手法ワーキング 2回

継続研修　　 20人（1回）

　　　分野別ワーキング 9回

研　修　名 規　　模

評価者養成講習
132人（44人×3コース）

※講習期間：6日間

評価機関支援研修 40機関（1回）

フォローアップ研修

共通コース　1,360人

（ｅラーニング）

専門コース　  460人

（30～90人×11回）

社会的養護関係施設評価者
研修

養成研修　　 40人（1回）



事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

5

6

件

件

生活保護法指定
医療機関等指定
申請受付等事業

　生活保護法等による医療機関等の指定・変更・廃止等について、申請受付、審
査等を行うことにより、生活保護制度の基盤を整備し、医療扶助等を必要とする
者の最低限度の生活保障に寄与する。

（19,929千円） 　　・新規指定申請受付 医療機関 1,440

　　・登録更新件数　　99件

　　・変更届等受付 2,326 件

　　・新規登録件数　　30件（登録戸数1,200戸）

サービス付き高
齢者向け住宅登
録等事業

　高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく指定登録機関として、サービス
付き高齢者向け住宅の登録及び登録簿の閲覧に係る業務等を行い、高齢者の居住
の安定の確保を図り、その福祉の増進等に寄与する。

（36,365千円）

施術者 636 件

　　・指定更新申請受付 3,276



　山谷地域に居住する日雇労働者の職業の安定及び福祉の増進

1

（77,204千円）

◇職業紹介事業　延10,300人
○民間・公共事業求人紹介

　

○高齢者特別就労求人紹介

◇適正な就労の推進
　

◇常用就労等希望者に対する支援

　（目的）　山谷地域に居住する日雇労働者の自立・生活安定に向け、就労支援、生活総合相談、
　　　　　援護等の支援を行う。

職業紹介等就労
支援事業

２　山谷地域に居住する日雇労働者への生活向上支援に関する事業（城北労働・福祉センター）

事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

　利用者の高齢化等の実態を踏まえた求人開拓を行い、民間・公共事業求人等の
紹介により就労機会の確保を図るとともに、常用就労等希望者に対して相談や就
労自立支援等の取組を進める。

　利用者に対して、民間求人及び公園、道路の清掃、除草等の公共事業求人
を紹介する。

　55歳以上の高齢者カード所持者に対して、都立公園の清掃作業を輪番で
紹介する。

　日雇労働者の求人に係る登録事業所に対して労働関係規程の周知を図り、労
働者の就労の安定と健全な雇用慣行の確立を図る一方、不当行為労働者に対し
て適切な是正指導を行う。

　常用就労等を希望する利用者からの相談に応じ、その意欲やニーズ等に応じ
た就労自立支援を行っていく。
　また、常用就労等に必要な知識・技能を習得させるための技能講習事業を国
から受託し、常用就労の機会の拡大を図る。



事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

2

（317,316千円）

◇生活総合相談

・医療相談
・福祉相談
・労働相談
・その他の生活相談

◇アウトリーチ（出張相談）による支援

◇応急援護相談

・宿泊援護
・給食援護
・物品援護
・交通費援護

◇健康相談室の運営

・相談件数

◇地域保健事業

・巡回健康相談　　週2回
・寄せ場健康相談　週5回
・娯楽室健康相談　月2回

◇娯楽室・敬老室の運営及びレクリエーション事業

・娯楽室の運営　1日平均100人
・敬老室の運営　1日平均 30人
・高齢者等レクリエーション事業の実施　観劇や入浴等の機会の提供

◇広報等

・広報紙「ひろば」の発行　 毎月2回　各2,600部
・生活情報誌「くらしの便利帳」の発行　1,400部（隔年発行）

◇地域環境の改善

・地域づくりフォーラム　　 4回
・地域クリーンアップ作戦　12回
・花いっぱい運動　春と秋に補植等を実施

延  100件

延 　30件
延 　30件

生活総合相談等
福祉支援事業

延300件

　地元町会など地域の関係者と地域の課題について意見交換を行いながら、継
続的に地域の環境改善に取り組む。

　利用者一人ひとりに支援プログラムを作成し、利用者の状況に応じたきめ細か
な支援を行うとともに、生活に困窮し、急迫した利用者に対して適切な応急援護
を行う。

　併せて、健康相談や応急診療、地域保健事業、娯楽と休息の場の提供、地域環
境の改善などを実施する。

　労働、福祉及び医療が一体となった総合相談を行い、就労支援とあわせて生
活全般の援助を行う。

延1,500件

　支援プログラムに基づく継続的な相談を補足強化するため、必要に応じて、
職員が利用者の居所（野宿場所・病院等を含む）に赴くなどアウトリーチ（出
張相談）を行うとともに、関係機関への同行支援を積極的に行う。
　また、職員が簡易宿所に出向き、帳場との情報共有を図りつつ、宿泊者の状
況把握や利用者の路上生活化の防止等を図っていく。

　生活に困窮し、急迫した状態にある利用者に対して、個々の相談を通じて適
切な応急援護を行う。

　利用者に対して、内科、外科、精神科及び呼吸器科を中心とした健康相談及
び応急診療を実施する健康相談室を運営する。

　関係機関と連携した健康相談等の地域保健事業を実施する。

　地域の労働者や高齢者に娯楽と休息の場や機会等を提供する。

　地域の簡易宿所居住者等に対して、生活に役立つ情報の提供やセンターの取
組をＰＲし、山谷地域や日雇労働者に対する理解を深める。

延250件
延200件

延2,000件

延 50件



（１）都区市町村職員等への研修

1

（63,543千円）

2

　（目的）　福祉保健医療行政に従事する東京都や区市町村の職員等を対象に、専門性を向上させる
　　　　　ための研修等を実施する。

　　・病院経営本部独自研修
　　　　新任研修 等15研修
　　・合同研修（福祉保健局と合同実施）

　東京都病院経営本部職員を対象とした研修及び東京都福祉保健医療学会に関す
る業務を行う。

　　　　東京都福祉保健医療学会、医師研修 等52研修

◇福祉保健局職員研修

◇福祉事務所職員等研修

　　・福祉保健局独自研修
　　　　転入職員研修 等27研修
　　・合同研修（病院経営本部と合同実施）

　　東京都内福祉事務所等の職員を対象とした研修を実施する。

　　　　東京都福祉保健医療学会、医師研修 等52研修

　　・生活保護行政主管課長研修 等8研修

　　東京都福祉保健局職員を対象とした研修及び東京都福祉保健医療学会に関す
　る業務を行う。

　　・教室予約受付及び教室貸出業務

（23,240千円）

病院経営本部職
員研修事業

３　行政職員等研修及び行政機関支援に関する事業

内　　　　　　　　容事業名（予算額）

福祉保健局職員
研修等事業



　（２）行政機関等への支援

1

2

【新規事業】

3

4

（20,570千円） 施設

5

　コロナ禍において出産・育児に臨む家庭を対象として、子育て支援サービスや育
児用品等を提供し、経済的な負担軽減を図る「東京都出産応援事業」を安定的に実
施するため、都からの出えんによって造成する基金の管理等に関する事務を行う。

(92,234千円) 　　・対象数 125,000 人

（67,766千円）

人（26,804千円）

東京都出産応援事
業基金事務

◇東京都心身障害者扶養年金制度の事務

事業名（予算額） 内　　　　　　　　容

　外国人未払医療費に係る医療機関の負担の軽減を図るため、都内医療機関に対
し、回収努力にも関わらず前年度に未収となっている医療費の一部を補てんする。

◇申請方法等ＰＲ用パンフレットの作成

外国人未払医療費
補てん事務

　　（目的）　行政サービスの効率化と向上を図るため、行政機関の行う事務の一部を代行するなどの
　　　　　　支援を行う。

（1,991千円）

◇申請書等の受理及び審査
◇補てん金の支払

心身障害者扶養
共済制度等事務

◇東京都心身障害者扶養共済制度の事務

　東京都心身障害者扶養年金制度の受給者及び清算対象者に対し、給付・清算金
の支出に関する事務を行う。

　東京都が実施する心身障害者扶養共済制度への加入・給付に関する事務を行う。

　　・給付予定者数 69 人
　　・加入予定者数 1,042

597 人

　　・給付予定者数 7,469 人
　　・清算対象者数 3,371 人

サービス推進費補
助等事務

　東京都において行うサービス推進費補助金、保育士等キャリアアップ補助金及び
保育サービス推進事業補助金の交付に関する事務を行う。

　　・対象施設数 1,697 施設

障害者支援施設等
の使用料徴収事務

　障害者支援施設等の利用者について、障害者総合支援法に係る自己負担分の徴収
を代行し、事業者に一括して支払う。これにより、事務の迅速化及び事業者の利便
を図る。

　　・徴収対象施設数 9
　　・徴収対象人員
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